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第３編  学校の危機管理 
 

第２部 自然災害（風水害・津波・火山噴火等編） 
 

第１ 特 徴 

 

台風が接近すれば警戒を強めるなど、時間的な推移に伴い、対応が変化していく点で、突発的に生じ

る震災とは異なる。ややもすると台風や豪雨の襲来は予想ができること等から安易に考えがちであるが、

風水害等への対策もしっかりと行い、被害を最小限に止めるように準備しておくことが大切である。 

風水害等への対応については、震災と同じ自然災害として、基本的には震災に準じて行う。 

なお、東京においては、近年、市街地の拡大に伴い地域の持つ保水、遊水機能が低下し、河川や下水

道に大量の雨水が一気に流れ込むことから生ずる河川の氾濫や下水道管からの雨水の吹き出しなど、い

わゆる都市型水害と言われている浸水被害にたびたび見舞われている。平成27年関東・東北豪雨では、

河川の大規模氾濫によって多数の逃げ遅れが生じ、的確な避難勧告の発令や広域避難体制の整備の必要

性といった課題が明らかになり、水防法の改正が行われた。     

都としても、西日本で甚大な被害を生じた平成30年7月豪雨等の被害を受け、「防災事業の緊急総点

検」を実施、また、令和元年の台風第15号及び第19号等の被害を受け、「大規模風水害検証会議」を設

置し、風水害対策について検証しており、こうした動向を踏まえて、「東京都地域防災計画 風水害

編」を策定している。 
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第２ 都の取組 

 

１ 洪水対策（総合的な治水対策） 

  気候変動による気温上昇に伴い、降雨量が1.1倍（降雨量変化倍率が1.1となる。）に増加する可能性

を踏まえ、豪雨対策の目標降雨を10ミリ引き上げ、5つの施策（「外水はん濫を防ぐ河川整備」、「内水は

ん濫を防ぐ下水道整備」、「雨水の流出を抑える流域対策」、「生命を守る避難方策」及び「水害に強い家

づくり・まちづくり対策」）を強化・加速させる取組を進めている。 

 

２ 高潮対策 

伊勢湾台風級の台風による異常高潮を想定して、都建設局及び都港湾局は河川、海岸の堤防、護岸等

の整備を推進している。また、水門閉鎖時の内部河川及び運河の氾濫を防止するため、内水排除を行っ

ている。 

具体的には、伊勢湾台風級の高潮(最大A.P.＋5.10ｍ)に対処できるよう、東部低地帯を流れる河川に

おいて、高潮防潮堤及び護岸を整備している。 

 

３ 津波等対策 

都と国土交通省関東地方整備局、区市町村は、管理区域である河川・海岸・港湾施設等の整備に連携

して取り組んでいる。 

「地震・津波に伴う水害対策に関する都の基本方針」に基づき、河川、海岸保全施設等の耐震性の向

上策や、堤防の内側への浸水が生じた場合の対応策など、必要な対策を講じている。 

また、津波への対応については、堤防高の変更はせず、現行計画での高潮対策を進めることにより対

応することとし、今後の中央防災会議等の地震・津波の検討結果も注視し、必要に応じて対策を実施す

る。 

 

４ 土石流、地すべり、がけ崩れ対策 

東京都では、土石流や地すべり、がけ崩れの危険性が高い箇所、過去に災害が発生した箇所において、

砂防堰堤や急傾斜地の崩壊防止工事などを実施している。 

また、土砂災害のおそれがあり、移転等が困難な避難所や災害時要援護者関連施設については、対策

の必要性を検討し、必要に応じて土砂災害対策施設を順次整備している。 

東京都地域防災計画の詳細は、下記の東京都防災ホームページを参照 

   

https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/taisaku/torikumi/1000061/1000903/index.html 

 

第３ 学校における対応 

 

各学校では、震災編を参考に風水害・津波・火山災害についても危機管理計画を策定し、沿岸部や河

川への隣接及び急傾斜地等、学校のおかれている地域の実情に応じた（広域）避難場所や避難経路、さ

らに通学路の安全点検を行う等、児童・生徒等の安全確保に万全を期すこと。 

  危機管理計画の策定に際しては、文部科学省が作成している「台風等の風水害に対する学校施設の安

全のために」も参考とする。 
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第４ 教育庁の配備態勢 

 

１ 災害対策本部設置前等の措置 

(1) 通信連絡態勢 

通信連絡態勢は、台風の接近その他の事由により、情報の収集及び緊急事態の発生等に備えて、連

絡態勢を確立しておく必要があると認める場合に発令する。 

通信連絡態勢が発令されたときは、総務課安全管理担当職員、広報統計課通信要員及び東京都教育

委員会災害対策要綱第7の2に定める連絡員は上司の指示があるまで待機し、情報の収集及び連絡の事

務に従事する。 

(2) 警戒態勢 

警戒態勢は、台風の襲来その他の事由により災害が発生するおそれがあり、臨機の措置を講ずる必

要があると予測される場合に発令する。 

警戒態勢が発令されたときは、次に掲げる職員は、上司の指示があるまで待機し、状況に応じ都立

学校における授業の取扱いその他危機管理に関する臨機の措置を検討し、処理しなければならない。 

ア 教育庁総務部長、総務部総務課長、調整担当課長及び広報統計課長 

イ 教育庁都立学校教育部長、都立学校教育部高等学校教育課長及び特別支援教育課長 

ウ 教育庁指導部長、指導部指導企画課長 

エ 前各号に掲げる者のほか、教育長又は教育庁部課長が特に指定する。 

 


